
航空自由化の推進 

  政策の効果等 

①参入規制の緩和 

（事業参入） 
・需給調整規制の廃止 
・路線免許制→事業許可制 
 

②運賃規制の緩和 

認可制→事前届出制（変更命令あり） 

（運航ダイヤ） 
・事前届出制が原則 
・混雑飛行場については許可制（変更は認可） 

（１）新規参入航空会社への影響 
・新規参入による事業者数の増加 
・効率的な生産体制の構築と経営の安定 

（３）運航の安全性への影響 
・事故件数及び発生率は新規航空会社
の参入後も全体として減少傾向 
・世界の航空事故発生率と比較しても我
が国の航空事故発生率は低い水準 

（２）利用者利便性への影響 

・利用可能な航空会社の増加 
・多様な割引運賃の登場と運賃水準の多
様化・低廉化 
・新規参入路線における需要の喚起 

１．規制緩和の概要（平成１２年２月実施） 

２．主な評価結果 
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（旅客数シェア：％） 旅客数シェアの推移

運賃の推移 ※各年６月運賃参照（H10年のADOは12月）

【営業損益の推移】
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【新規航空会社の営業損益の推移】 

【我が国航空会社による 

航空事故件数、発生率の推移】 【新規航空会社の競争力（東京＝札幌路線）】 



●大手航空会社を含めた各社間
での自立的競争が行われてい
ると考えられるが、引き続き、競
争の促進が図られる必要。 

●空港容量・機能がボトルネック
となり航空会社による競争が制
限されないよう、今後の需要動
向も見据えた、適切な空港容
量・機能を確保する必要。 

●利用可能航空会社数、需要喚
起、運賃・サービス水準等につ
いて、利用者利便の向上等の
観点から航空会社の取組を
チェックし、引き続き、航空会社
間での競争の促進を図る。 

●適切な空港容量の確保や空港
機能の高質化に向けて、施設
面、管制面、環境面等における
方策について、幅広く検討を行
う。 

●航空産業ビジョンの策定に向け
た検討を行う中で、航空ネット
ワークの維持方策についても議
論を行い、その結果を踏まえ、
路線維持に向けた支援措置を
検討する。 

主な課題 今後の対応方針 

●引き続き航空安全情報の収集、
分析を行うとともに、有識者会
議にて機材不具合やヒューマン
エラー等への対応策について審
議・検討を行うほか、航空輸送
の安全にかかわる情報の公表
を行う。 

  

●航空会社に対する体系的・専門
的な安全監査を引き続き実施し、
さらに、ＩＣＡＯ等の国際動向や
国内の動向を踏まえつつ、所要
の措置を講じていく。 

●需要の小さい地方航空路線に
ついては、その維持が一層困難
な状況となりつつあり、路線維
持方策を検討する必要。 

●既に我が国の航空事故件数は
低い水準にあり、今後大幅に減
少させることは難しいが、安全
の確保は航空運送事業の大前
提であることから、より高い安全
性が実現されるよう、必要な施
策を着実に実施していく必要。 


